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別添
地域内資金循環等新事業開発検討事業
【公募要領】
	（募集期間）
　　受付開始　　　：平成２６年３月２８日（金）
　　第１次受付締切：平成２６年５月　７日（水）［締切日１７時必着］
　　第２次受付締切：平成２６年６月１３日（金）［締切日１７時必着］
　　　◇メールにて応募ください。
（申請書提出先）
　　　名　　称　　　　　全国商工会連合会　特別企画チーム　事業開発勉強会担当
メールアドレス　　alliance@shokokai.or.jp
（問い合わせ先）
■商工会・商工会連合会からのお問い合わせ

全国商工会連合会　　電話番号　　０３－６２６８－００８８（代表）
　　◇問い合わせの対応時間は、9:00～12:00、13:00～17:30（土日祝日除く）
　　　となります。

■商工会議所からのお問い合わせ

日本商工会議所　　　電話番号　　０３－３２８３－７８３８



平成２６年３月
全国商工会連合会
地域内資金循環等新事業開発検討事業の募集について
平成26年3月28日

全国商工会連合会
地域の小規模事業者等が連携し、地域課題や人材等資源を踏まえながら、地域内で資金を循環する、又は地域外から資金を呼び込む新事業開発を促進するため、複数の事業者等が連携して、地域の現状に即した新たな事業を生み出すために研修・勉強会を通じた検討するための取り組みに対し、支援を行います。この度、下記のとおり募集を行いますのでご案内いたします。
記

１．目的 
地域社会を維持発展させるためには、経済活動が必要。地域課題は、違う視点から見ればニーズとも言え、従来行っていた地域問題に対する活動を見直し、「外から資金を呼び込む力」と「地域内で資金を循環させる力」と、それを動かす「人材」を育成することで、地域に新しいビジネスや事業、事業者を創造・創出する仕組を作ることを目的とし、事業者等による新事業開発や事業展開のための研修・勉強会を行います。
２．実施機関 
商工会、都道府県商工会連合会、商工会議所
（複数の商工会及び都道府県商工会連合会との共同実施も可能）
３．対象事業 
①地域内資金循環検討事業
地域の中で資金・資源を循環させ、地域経済活動の活性化に寄与する事業の検討及び情報収集、人材育成等に関する事業
②地域外資金獲得検討事業
地域外より資金を獲得する、または交流人口を増加させる等地域経済活動の活性化に寄与する事業の検討および情報収集、人材育成等に関する事業。
③資金循環・地域外資金獲得検討事業

上記①、②の両方（関連性があるもの）を実施する事業

※本事業にて検討・勉強した内容を踏まえ、本事業の委員は、それぞれ今後の取組についての計画を策定・提出いただきます（本会より、Ａ４用紙３枚程度で、外部専門家を使わず作成できる様式例を提示します。様式以外での提出でも構いません）。

４．補助金額及び補助率　
①補助率　定額
②補助金額　上限２００万円～下限５０万円
※採択審査の過程において、予算額、総採択件数、個別経費の内容等を精査し、申請額より減額する場合もありますのであらかじめご了承ください。
③成果物の提出　補助事業実績報告書および経費内容等必要書類を全国商工会連合会に提出。※本事業の委員は、各自計画を作成・提出すること。
※広報物等を作成した場合には、現物を一部ずつ提出すること。

※電子媒体（Word形式又はExcel形式、PowerPoint形式及びPDF形式）、CD-ROM
　　　

５．採択予定件数 
　　　　５００件程度
６．補助事業期間　

交付決定日から平成２７年１月３１日までとなります。
交付決定日より前及び補助事業期間終了後に行った事業については、補助対象となりません。
補助事業終了後３０日を経過する日又は２月１０日のいずれか早い日までに実施事業内容および経費内容を取りまとめ、提出しなければなりません。提出いただいた資料に基づき、順次精算手続きに入ります。
７．補助対象経費　
（１）補助対象となる経費は、次の①～③の条件をすべて満たすものとなります。
	①　使用目的が本事業の遂行に必要なものと明確に特定できる経費
②　交付決定日以降に発生した経費、かつ補助事業期間終了後までに支払われた経費
③　証拠資料等によって金額が確認できる経費


（２）補助対象となる経費は次に掲げる経費であり、これ以外の経費は本事業の補助対象外となります。
	経費区分
	内容

	①委員等謝金
	専門家の招聘等に係る謝金（ただし専門家以外の委員への謝金は対象外）

	②委員等旅費
	専門家の招聘等に係る旅費、委員が行う先進地等調査に係る旅費

	③職員旅費
	先進地等調査等に係る職員旅費

	④会議費
	会議・勉強会に係る飲み物代

	⑤借料
	会場・会議室（自己又は無料の会議室が使用できない場合に限る（商工会館使用料は対象外））及び備品機器等、先進地等調査に係る借料

	⑥資料購入費
	資料（書籍等）の購入に要する経費

	⑦消耗品費
	事務用品等の消耗品の購入に要する経費等

	⑧通信運搬費
	郵券代、配送料

	⑨広報費
	チラシ・パンフレット・ポスター等の製作に係る経費、新聞・雑誌等への広告掲載に係る経費

	⑩印刷製本費
	資料等の作成（外注等）に係る経費

	⑪雑役務費
	アルバイト雇用及び人材派遣に要する経費（ただし、短期間に限る）

	⑫委託費
	調査等の委託に要する経費

	⑬外注費
	調査等の外注に要する経費

	⑭その他諸経費
	展示会等入場料など、研修費・燃料費等先進地等調査に係る経費


※国内を対象とした事業経費に限ります。

（３）上記①から⑭に掲げる経費以外は、補助対象外となります。また、上記①から⑭に掲げる経費においても、下記に該当する経費は対象となりません。
・販売に関わる事業経費
・取得財産にあたる物品の購入、土地・建物の購入、建物の改装・改築等

・資格取得、制度認定等を目的とする事業経費
・事業実施中に発生した事故・災害の処理のための経費

・交付決定前に発注、購入、契約等を実施したもの

・事務所等に係る家賃、保証金、敷金、仲介手数料、光熱水道費

・電話代、インターネット利用料金等の通信費

・雑誌購読料、新聞代、団体等の会費、駐車場代
・飲食（会議・勉強会に係る飲み物代除く。）、奢侈、娯楽、接待の費用

・不動産の購入費、自動車等車両の購入費・修理費・車検費用

・税務申告、決算書作成等のために税理士、公認会計士等に支払う費用および訴訟等のための弁護士費用

・金融機関などへの振込手数料（発注先が負担する場合を除く。）

・印紙など公租公課（消費税を除く。）

・各種保険料（旅費に係る保険料、展示会等出展に係るものを除く。）

・借入金などの支払利息および遅延損害金
・管内への職員旅費
・上記のほか、公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費
（４）補助対象経費全般にわたる留意事項
・補助事業を行うにあたっては、当該事業について区分経理を行ってください。補助対象経費は当該事業に使用したものとして明確に区分できるもので、かつ証拠書類によって金額等が確認できるもののみとなります。
・補助事業における発注先（委託先）の選定にあたっては、１件あたり１０万円以上（税込）を要するものについては、原則として２社以上から見積をとることが必要となります。ただし、発注（委託）する事業内容の性質上、見積をとることが困難な場合は、該当する企業を随意の契約先とすることができます。その場合、該当企業等を随意契約の対象とする理由書が必要となります。

８．応募要件　
応募に当たっては、以下の要件を満たしていることが前提条件となります。

①同一の事業について、国（独立行政法人等を含む。）が助成する他の制度（補助金、委託費等）の交付を重ねて受けることは原則としてできません。
②地域内の複数の事業者等が参画した取組であること

③新事業開発検討委員会を設置すること

本事業では、参画する事業者等が委員会を組織して、研修会・勉強会を通じて新事業開発の検討を行います。研修会・勉強会の参加者は、原則全員委員会の委員としてください。
委員会委員は、本事業で検討した内容について、補助事業期間終了後、地域内で新事業を立ち上げ準備に取り掛かる予定の事業者を中心とし、小規模事業者を含めてください。

※委員会委員は、下限5名、上限10名程度としてください。
※事業者を支援する役割である行政や県連職員等を委員とする場合は、１～2名程度にしてください。
※「小規模事業者」とは、従業員20人以下の企業（商業およびサービス業については、従業員5人以下のもの（宿泊業・娯楽業は除く））を指す。
９． 事業の採択方法　
採択審査委員会にて以下の点について総合的な審査を行い、採択案件を決定します。
①目的・目標と現状認識
・目的、目標が地域経済の現状・課題を適切に踏まえたものとなっているか。

・地域資源の活用方法または地域の課題の解決方法が明確か。

・地域経済の現状を踏まえた上で、新事業を創出するべく目標が明確に設定されているか。

②事業計画とその効果

・事業計画が、上記①を実現するために適切なものになっているか。

・本検討事業実施後に創出されることが期待される事業・業界に、市場性・将来性があるか。
③実施体制
・専門家や参画事業者など、目的を達成するために必要な体制が整備されているか。

・地域内で小規模事業者等が連携した事業を生み出すことができる取組であるか。
・事業評価及び今後の進め方を検討する仕組みが整備されているか。

・地域における人材育成の視点が入っているか。
１０．応募方法 

別添の「（様式１）申請書（事業計画書）」、「（様式２）申請書（概要・支出内訳書）」に必要事項を記入し、応募締切日までに電子メールにてご提出ください。申請書類は電子メールのみにて受け付けます。提出にあたっては都道府県商工会連合会で別紙にてとりまとめ（商工会議所は、日本商工会議所でとりまとめ）のうえ、本会宛てにメールにて送付してください。
1 申 込 先：全国商工会連合会　特別企画チーム　事業開発勉強会　担当
· 電子メール：　alliance@shokokai.or.jp
（エーエルエルアイエーエヌシーイー）
· 本会が実施する他事業とメールアドレスが異なります。
· 本アドレス以外に送信された場合、確認できない場合がございますので、必ず本アドレスにご送信ください。
· 本会宛てのメールについては、4メガ以下のファイルサイズにて送付ください。
2 書　　式：

申請書は、指定の書式以外は認めませんので、ダウンロードしたものを変更しないようご注意ください。
3 ファイル名とメール作成：

ファイル名とメール作成は以下のルールに従ってください。

（ア）ファイル保存のルール
「××○○○○商工会名」とし、必ず２点（様式１、様式２）とも申請すること。

　「××」・・・県コード、「○○○○」・・・商工会コード
（例）北海道商工会連合会　→　「010021　北海道商工会連合会」

(イ)［メール件名］・・・【新事業検討】○○県

④　申請書の差し替えは審査の都合上一切認められませんので、電子メール送信の際には間違いのないよう、よくご確認の上ご送信ください。
１１．公表　

採択となった場合は、実施機関名、事業名、事業概要を全国商工会連合会のＨＰにて公表します。
１２．補助事業終了後の追跡調査  

追跡調査として、補助事業終了後は、その後の事業化の進捗状況等について報告することが必要となります。

また、必要に応じて中小企業庁、全国商工会連合会が行う本事業に関する調査については、最大限の協力を行っていただきますので、予めご了承ください。

１３．添付資料（申請書フォーム）
様式１、様式２参照

１４．補助事業者の義務

　本事業の採択となった事業実施者は、以下の条件を守らなければなりません。

①交付決定

本事業の採択となった事業実施者は、補助金の交付に係る必要な手続きを行わなければなりません。

②事業計画内容や経費の配分変更等

交付決定を受けた後、補助事業の経費の配分や内容を変更しようとする場合、または補助事業を中止、廃止や他に承継させようとする場合は、事前に承認を得なければなりません。

③補助金の交付

補助事業を完了したとき、または中止、廃止の承認を受けたときは、実績報告書を提出しなければなりません。実施した事業内容の審査と経費内容の確認等により交付すべき補助金の額を確定した後、精算払いとなります。なお、補助金の概算払いも必要に応じて予定しています。
④補助対象事業の経理

補助事業に係る経理について、帳簿や支出の根拠となる証拠書類については、事業終了後５年間保存しなければなりません。

以上
1

